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研究要旨　

九州地域における地域支援者と拠点病院・行政の
連携、相互理解の推進

研究分担者

南　　留美 九州医療センター AIDS/HIV 総合治療センター

共同研究者

首藤美奈子 九州医療センター AIDS/HIV 総合治療センター

大里　文誉 九州医療センター AIDS/HIV 総合治療センター

田村　賢二  福岡県 HIV 派遣ソーシャルワーカー

HIV 陽性者（People Living with HIV: PLWH）の長期療養に伴い地域における医療介護
連携の必要性がより一層強まっている。本研究は、福岡県における PLWH の支援経験を
有する医療機関や介護福祉サービス事業所（以下、地域支援者）と拠点病院の連携、相互
理解の推進及び PLWH 地域支援ネットワーク体制構築を目的とする。
今年度も職能団体、行政機関と面談し HIV 医療の現状報告および PLWH 受け入れのため
の協力を依頼した。地域支援者の連携強化のための「HIV サポーター連携カンファレンス」
では、薬害被害患者の支援をテーマに意見交換会を開催した。拠点病院と支援者、当事者
団体等の関係者が HIV 地域診療連携について話し合う「福岡県 HIV 陽性者地域支援ネッ
トワーク会議」を 2 回開催し、各々の立場から意見交換を行った。今年度は新たな試みと
して「ネットワーク会議」運営を含むネットワーク体制構築の強化 のための調査研究（受
け入れ施設へのヒアリングや効果的な HIV 啓発研修の開発）を民間の調査研究機関に委託
した。
PLWH が安心して利用できる「地域包括ケアシステム」の実現のためには地域における
PLWH に対する理解とともに関係機関の連携が重要である。今年度の活動により、関連諸
機関の連携が強化されたとともに各々の課題・要望が明らかになった。この結果を踏まえ、
PLWH の支援体制が円滑になるようなネットワークシステムを展開していきたいと考えて
いる。

A．研究目的
PLWH の長期療養、高齢化に伴い、慢性期医療

体制の構築，地域における医療介護連携の必要性が
より一層強まっている。これまでブロック拠点病院
( 九州医療センター ) および拠点病院を中心に二次
病院，療養施設，介護施設に対し PLWH 受け入れ
促進を目的として数多くの研修を行ってきた。その
結果、受け入れ可能な施設は少しずつ増えてはいる
ものの限られており、実際には様々な理由で受け入
れ拒否が続いている状況である。この受け入れ拒否

の問題は、九州各県で起こっており「地域包括ケア
システム構築」において障害となっている。本研究
は、PLWH が取り残されない地域包括ケアシステム
の実現に向けて「福岡県 HIV 陽性者地域支援ネット
ワーク構想」を掲げている。まず福岡県をモデルケー
スとして、医療介護福祉専門職や各事業所に向けた
HIV の理解の促進、地域支援者と拠点病院の連携、
相互理解の推進のための HIV 陽性者地域支援ネット
ワーク体制構築を目的とする。
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B．研究方法
1) 医療介護福祉専門職や各事業所に向けた HIV の

啓発
長期療養において重要となってくる疾患の専門病

院や支援施設、職能団体および行政の職員と面談し
HIV 医療の現状報告および PLWH 受け入れのため
の協力を依頼する。

2) HIV 陽性者の地域支援者間連携
地域支援者は HIV への差別・偏見や風評被害を

背景として、孤立した支援を行っている。「福岡県
HIV サポーター連携カンファレンス」にて地域支援
者、当事者団体、拠点病院が集まり、HIV に関する
最新情報の提供や支援者同士の意見交換会を開催し
顔の見える連携を構築する。

3) 福岡県 HIV 陽性者地域支援ネットワーク会議
医療介護福祉関係の職能団体やエイズ治療拠点病

院、行政及び当事者支援団体、地域支援者の代表者
が会し、HIV 陽性者の療養支援等に関する課題解決
に向けた協議を行う。具体的には、以下の３つのビ
ジョン：①医療介護福祉専門職や各事業所に向けた
HIV の理解の促進、②協力機関ネットワークの構築、
③ HIV 陽性者の支援実務経験者間連携・スキルアッ
プの場の提供、の実現に向けた進捗管理を行う。

4) 課題の抽出および成果の評価
各拠点病院から、受け入れを断られた事例をリア

ルタイムに google フォームで報告いただく（図１）。
この報告数の変化が PLWH 受け入れのためのネッ
トワークの評価法の１つとなり得る。また職能団体
や受け入れ施設にヒアリングを行い、連携をスムー
ズにするための助言をいただく。

5) 民間の調査研究機関への委託
民間の調査研究機関（ラボラトリオ株式会社）に

委託し、中立的立場での調査研究（受け入れ施設へ
のヒアリング、PLWH へのインタビュー等）、効果
的な HIV 啓発研修、啓発資材の開発を行う。また

「ネットワーク会議」運営を含むネットワーク体制
構築強化に向けたサポートをいただく。

C．研究結果
1) 医療介護福祉施設や各事業所への HIV 啓発と協

力依頼
今年度は行政（北九州市）、福岡県看護協会、福

岡県弁護士会、筑紫医師会を訪問してそれぞれ代表
者や担当者と面談し HIV の基礎知識、HIV 陽性者
の動向や傾向、支援における課題等説明し理解いた
だいた。また、啓発への協力、ネットワークへの参
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加を依頼した。さらに各団体が開催する研修におい
て出前研修を行い HIV の理解促進のための機会を得
ることができた（10 か所）。

昨年度の福岡県透析医会との共催に引き続き、今
年度は福岡県精神科病院協会との共催企画にて「み
んなで HIV/AIDS を UP DATE する会 〜福岡県精
神科病院協会と一緒に〜」を開催した（共催 : 福岡
県精神科病院協会 / ギリアド・サイエンシズ株式会
社 後援：福岡県医師会）。参加者は 29 名（現地参
加 17 名、オンライン 12 名）、HIV 感染症専門医師、
MSW、HIV 陽性者診療経験のある精神科の医師が
講演を行った。研修後、実際に診療連携につながっ
た例もあった。研修後のアンケート（回答数 18）では、
参加者の 72%（13 名）が HIV 陽性患者の受け入れ
経験が無かった。受け入れ経験のある回答者 13 名
中の 12 名が「今後も受け入れ可能」であった。受
け入れ経験のない回答者 4 名のうち 2 名が「受け入
れ困難」と回答した。その理由として「他の医療ス
タッフの理解が得られない」が挙げられた。またバッ
クアップ体制の不安、精神科ならではの「患者の性
格」を取り扱うことの困難さを述べた参加者もいた。

専門領域においては、「HIV 感染症」の基礎知識だ
けではなく、その専門分野と HIV 感染の関わりに特
化した、より具体的な講演、研修を行うことが効果
的であると考えられた。

2) HIV 陽性者の地域支援者の連携強化
HIV 陽性者の支援経験を有する地域支援者同士の

横の連携、薬害被害者の受け入れ促進、地域支援者
と拠点病院との相互理解、連携の強化のために、「第
3 回福岡県 HIV サポーター連携カンファレンス」を
ハイブリッド形式で開催した（図２）。30 事業所（訪
問看護、訪問薬剤、ケアマネ、入所施設、就労支援、
拠点病院、協力病院）から計 48 名が参加した。参加
事業所数、参加者数は回を重ねるごとに増加してい
る。今回は福岡県以外の支援施設からの参加もあっ
た。前半は「高齢期における薬害 HIV 感染血友病患
者の支援」に焦点を当てて講演および症例提示（同
一症例を拠点病院・コーディネーターナース、地域
支援施設・ケアマネージャーがそれぞれ提示）を行っ
た（図３）。後半はカンファレンスにて支援におけ
る課題について意見交換を行った。地域支援者経験

図2
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【講演２】薬害 感染血友病患者の支援事例
① 拠点病院の支援報告

②地域支援者（ケアマネージャー）からの
支援報告

【講演１】
「高齢期における薬害 感染血友病患者の支援」

表１ ネットワーク会議参加機関 
 
 
 
 
 

（１） 公益社団法人福岡県医師会 
（２） 公益社団法人福岡県介護支援専門員協会 
（３） 公益社団法人福岡県介護福祉士会 
（４） 公益社団法人福岡県社会福祉士会 
（５） 一般社団法人福岡県精神保健福祉士協会 
（６） 一般社団法人福岡県医療ソーシャルワーカー協会 

（７） 

当事者支援団体 
・社会福祉法人はばたき福祉事業団 
・特定非営利活動法人 ネットワーク医療と人権 
・not Alone Fukuoka HIV陽性者交流会 

（８） 福岡県保健医療介護部がん感染症疾病対策課 
（９） 福岡市保健福祉局健康医療部保健予防課 
（１０） 北九州市保健福祉局感染症医療政策部感染症医療政策課 
（１１） 久留米市健康福祉部保健所保健予防課 
（１２） エイズ治療拠点病院（エイズ治療中核拠点病院を含む） 
（１３） エイズ診療ブロック拠点病院 
（１４） 福岡県弁護士会 
（１５） 公益社団法人 福岡県看護協会 
（１６） その他関係機関 

図3

表１	ネットワーク会議参加機関

者からの助言は今後の支援に有益と考えられた。
カンファレンス終了後のアンケートでは、HIV 陽

性者のサービスを受け入れてもらう為には、正しい
知識の習得や啓発、受け入れ体制の整備・経験の共
有が大切だとする意見が多かった。

3) 福岡県 HIV 陽性者地域支援ネットワーク会議
今年度は「福岡県 HIV 陽性者地域支援ネットワー

ク会議」を 2 回開催した。各会議には、昨年推薦さ
れた機関の委員（表１）が参加した。

第１回はオンラインで開催し 33 名が参加した。
PLWH への支援体制構築と介護施設での受け入れ促
進が必要であること、PLWH が直面する医療・介護
サービスへのアクセスの課題や、偏見解消が必要で
あることについて意見を交換した。また、当事者の
視点を取り入れた調査の重要性や、HIV 陽性者が安
心して暮らせる地域社会の実現に向けて具体的な提
案がなされた（以下会議内容抜粋）
 •  当事者が感じている老後への不安や思い
 •  診療報酬に算定される多職種によるカンファレ

ンスの場での啓発

 •  職能団体での研修会の活用
 •  地域包括ケアや地域共生社会の文脈で実施され

ている多職種連携の機会の活用
 •  アプローチしたい対象を優先して、啓蒙活動を

おこなう 
 •  地域ごとに受入れ可能な事業所リストなどを整

理・活用する
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第２回はハイブリッド形式で開催し、現地にて 31
名、オンラインにて 5 名が参加した。第１回会議の
内容を踏まえ委託先のラボラトリオ株式会社が作成
した研修スライドが資料として紹介された。管理者
の立場と医療現場や介護の現場のスタッフの立場で
は HIV 診療や PLWH に対する介護に関する認識が
それぞれ異なっており、立場に応じた啓発方法が必
要であるここと、そのためには研修スライドもアレ
ンジする必要があること、などの意見が上がった。
そのほか、受け入れ施設を中心にバックアップする
医療機関を整えていくことの重要性、情報発信のた
めの適切なツールについても議論がなされた。

各回とも会の開催にあたり厚労省・エイズ対策推
進室室長から挨拶をいただいた。

4) 課題の抽出と成果の評価
受け入れ困難事例の報告：今年度の報告は９事例。

１事例あたり８か所断られた例もあった。主な理由
は感染対策の不備・不安であった。

ヒアリング：MSW が職能団体を訪問（オンライ
ン含む）し、円滑な HIV 診療連携のための課題とそ
の解決に向けた助言をいただいた。

今年度の訪問は、
 •  福岡県介護福祉士会
 •  福岡県介護支援専門員協会
 •  福岡県精神保健福祉士協会
 •  福岡県社会福祉士会

の４か所で以下に示す内容のヒアリングを一対一
のインタビュー形式で実施した。
 •  HIV 陽性者の受け入れに対する事業所や施設な

どの認識
 •  受け入れることのメリットやデメリット
 •  受け入れ先を増やしていくための手法
 •  研修や資材について
 •  HIV に関心のない人への啓発の方法
 •  ネットワーク会議の在り方について

それぞれの専門的立場から多角的な意見を得るこ
とができた。次年度も引き続き職能団体（看護協会、
医師会、弁護士会）へのヒアリングを行う予定であ
る。

5) 民間の調査研究機関への委託
HIV 分野の専門家ではない民間の研究機関に委託

して中立的立場での事業を展開した。具体的には、
受け入れ施設（二次病院、リハビリ施設、訪問看護

ステーション、障がい者相談支援センター、介護事
業所）へのヒアリングや PLWH へのインタビュー、
またその際の意見を踏まえて HIV 受け入れに関する
研修スライドを作成いただいた。作成したスライド
は、出前研修にて試用し参加者からの意見を参考に
主に介護者向けの研修スライドとして完成させた。
今後は、上述の「ネットワーク会議」でも意見が出
たように、本スライドを様々な職種対象用にアレン
ジさせて使用していく予定である。また「ネットワー
ク会議」の運営を含むネットワーク体制構築のため
のサポートおよびネットワークに対する客観的な評
価を委託予定である。 

なお、前年度の活動内容は「HIV サポーター通信」
として関係各所に報告している（図４）。

D．考 察
本研究では PLWH が安心して地域包括ケアシス

テムの中で生活できるように「福岡県 HIV 陽性者地
域支援ネットワーク構想」の実現に向けて、昨年よ
り事業を展開している。今年度は中立的な立場から
のネットワーク体制整備に対する支援および助言を
目的に民間の調査研究機関「ラボラトリオ株式会社」
に調査研究を委託した。事業は以下の３つのステッ
プに沿って行っている。

1 つは、医療・介護・福祉施設への「HIV 感染症」「血
友病」に対する正しい知識の普及・啓発である。一
昨年より、各職能団体、行政機関への訪問・面会を
開始し、今年度は福岡県看護協会、福岡県弁護士会、
北九州市との面会も行った。昨年から通して、地域
支援者における HIV に対する理解が未だ不十分であ
ること、また業種や立場により PLWH に対する認
識が異なることを実感した。今年度行ったヒアリン
グやネットワーク会議での意見交換から、それぞれ
の職種に適した HIV 研修・啓発のツールが必要であ
ると考えられた。今回、ラボラトリオに委託して作
成した研修用のスライドはその盤石になると考えら
れ、目的に応じてアレンジし使用できると考えてい
る。今後、「職能団体」の協力により、さらに広範
囲の地域支援者に HIV の啓発を行っていく予定であ
る。

2 つ目のステップは、PLWH を地域で支援してい
る地域支援者のサポートである。薬害被害者の支援
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をテーマに、地域支援者を対象に「第３回 HIV サポー
ター連携カンファレンス」を行い、本カンファレン
スによる地域支援者間の連携、地域支援者と拠点病
院の連携が期待されていることが分かった。今年度
は、県外からも薬害被害者の支援者が参加された。
今後、福岡県以外の地域の支援者にも参加いただき、
九州全体の支援者同士および拠点病院との連携強化
につなげていきたいと考えている。

3 つ目は、HIV 陽性者の療養支援の問題を地域医
療・地域社会全体の問題として、拠点病院、行政、
職能団体、当事者支援団体・地域支援者が協力し、
水平展開していくことである。その取りまとめの組
織として昨年「福岡県 HIV 陽性者地域支援ネット
ワーク会議」を設置し今年度は２回会議を行った。
関係諸機関から独自の視点に基づいて意見交換を行
い、各々のニーズとそのために各機関がなすべき可
能なことが明確になった。

ネットワーク会議およびヒアリング（九州医療セ
ンター MSW、ラボラトリオが各々施行）にて関連
諸機関の課題・要望が明らかになり、今後の支援体

制構築の足掛かりとなった。今後、新たな研修プロ
グラムの開発（研修対象の拡大、研修資材の改訂）
および、他団体や既存のネットワークへのプログラ
ム展開によって、地域支援者の PLWH への理解や
支援者同士の連携が強化され、PLWH の受け入れ協
力機関の拡充、サービスの向上につながることが期
待できる。

E．結 論
PLWH が安心して利用できる「地域包括ケアシス

テム」の実現のためには地域における PLWH に対
する理解とともに行政を含めた関係諸機関の連携が
重要である。福岡における HIV 陽性者地域支援ネッ
トワーク体制の構築法は PLWH の長期療養に伴う
課題の克服につながる１つのモデルとなり得る。

F．健康危険情報
　なし
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